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株主の皆様へ

平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに、当社第78期報告書をお届け申しあげます。
株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご理解
とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2025年6月

当連結会計年度の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、物価上昇の影響があったものの、雇用・所得環境の改善が進み、個人消費や
インバウンド需要を背景に、景気は緩やかに回復しました。一方で、金融資本市場の変動に加え、米国新政権の政策動向
による影響や地政学リスクの高まりが懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続きました。
建設業界におきましては、公共投資、民間建設投資ともに順調に推移したものの、資材価格は総じて高い水準にあり、
また、労働需要の逼迫等が建設コストの上昇圧力となるなど引き続き厳しい事業環境が続きました。
このような経営環境の中、当社グループは、ESG／SDGｓに配慮した企業活動を通じて、働き方改革の実現と生産性
向上を目指すとともに、安全と品質の確保ならびに工期遵守を優先しながら鋭意事業活動を展開してまいりました。
この結果、主力の建設事業において下期に複数の大型工事の受注が集中したため、工事の進捗度が上がらなかったこ
とにより、売上高は507億3百万円（前期比9.3％減）となりました。
利益面につきましては、前期から繰り越した土木部門を中心とした大型工事の利益率が向上したことにより、営業利
益は28億53百万円（同10.0％増）、経常利益は29億50百万円（同11.1％増）となりました。親会社株主に帰属する
当期純利益は19億34百万円（同3.1％増）となりました。

来期の方針と見通し

今後のわが国経済は、海外経済および海外情勢の不確実性や、労働人口減少の課題はあるものの、人手不足を背景と
した賃上げの継続やインバウンド需要を背景に、サービス業等では底堅く推移すると予想されます。
建設事業におきましては、公共投資は順調に推移すると予想されますが、民間設備投資では米国の貿易政策の影響に
よる製造業の設備投資抑制が懸念されます。一方、建設技術者や技能労働者の減少と高齢化は進んでおり、人手不足に
対応した生産性の向上は継続的課題であります。
このような事業環境のもと、当社グループは、2025年度を初年度とする「中期経営計画（2025～2027年度）」の
目標達成に向けて「営業力」、「技術力」、「人財力」を重点テーマに掲げております。省人化に繋がる研究開発を推進する
とともに、人材育成の強化や働きやすい職場環境づくりで従業員の活躍を後押しすることで人的資本経営を実践し、持
続的成長と企業価値の向上を目指す所存であります。
2026年3月期は、海外情勢等の不透明感が続き、資材価格や労務コストの高騰等による利益率の低下が懸念されま
す。社内ネットワークを駆使した早期の資材調達や技能労働者の確保を引き続き図るものの、連結売上高600億円、営
業利益24億70百万円、経常利益25億20百万円、親会社株主に帰属する当期純利益17億円を見込んでおります。
株主の皆様におかれましては、何とぞ変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

代表取締役社長 日下部 久夫

事業の概況
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業績ハイライト

連結売上高

507億3百万円
前期比

－9.3％

連結営業利益

28億53百万円
前期比

＋10.0％

連結経常利益

29億50百万円
前期比

＋11.1％

親会社株主に帰属する
当期純利益

19億34百万円
前期比

＋3.1％

期末配当金

1株当たり90円
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【工事概要】

本工事は、地上8階建て、全185室のビジネスホテルの建設
工事です。
工事名 (仮称)ホテルルートイン砺波インター新築工事

施工地 富山県砺波市

主な完成工事紹介

【工事概要】

本工事は、地上14階建て、全55戸の賃貸マン
ション新築工事です。
工事名 (仮称)南八幡4丁目計画新築工事

施工地 千葉県市川市

【工事概要】

本工事は、大河津分水路改修において、拡幅にともなう山地
部における高さ10ｍの掘削と土砂搬出を行った工事です。
工事名 大河津分水路山地部掘削その２２工事

施工地 新潟県長岡市

【工事概要】

本工事は、令和元年10月の台風により被災した千曲川において、
堤防を強化するための改修工事です。
工事名 千曲川村山地区（左岸）堤防強化その２工事

施工地 長野県長野市
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【工事概要】

本工事は、４車線化に伴う既設横断水路を切り回すための

迂回路拡幅工事です。
工事名 一般国道８号椚山入膳地区迂回路舗装他工事

施工地 富山県下新川郡入善町

【工事概要】

本工事は、東日本大震災を契機に策定された河川設備計
画の一環として、新河岸川の耐震補強を実施した工事です。
工事名 新河岸川防潮堤耐震補強工事(その4)

施工地 東京都北区

【工事概要】

本工事は、老朽化した下水管のリニューアルを行った工事です。
工事名 下管第４０号 山の下排水区枝線２６４～３８０下水道管更生工事

施工地 新潟県新潟市

施工前 施工中 施工後
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創業明治１８年 １４０年分のありがとう
これからも 皆様の暮らしに ずっと寄り添いたい

1885年 植木亀之助 柏崎市与板で創業

1948年 株式会社植木組設立（資本金50万円）

1984年
東京証券取引所第一部上場

創業100周年記念式典挙行

1994年 新企業理念・コーポレートシンボル制定

2019年 新本社設立・移転（柏崎市駅前）

2024年
植木義明 会長就任

日下部久夫 六代目社長就任

2025年 創業１４０周年

創業者 植木亀之助

小国隧道工事

東京証券取引所上場

新企業理念・
コーポレートシンボル制定

本社社屋

植木組はおかげさまで 周年140

中期経営計画（2025～2027年度）がスタート

社員から 顧客から 地元から「選ばれ 頼られ 愛される」建設会社スローガン

連結配当性向30％以上の配当を、
継続的かつ長期的に実施

株主還元方針

営業力の強化
■ 耐震化、環境関連事業へのさらなる貢献
■ 新規顧客の開拓

技術力の強化
■ ICT施工技術の向上と普及拡大
■ 共同技術開発、産学連携による特許取得

人財力の強化
■ 育成プログラムの構築と実施
■ 離職者防止策/1on1ミーティングの実施

150年企業を目指し策定した、長期ビジョン「UEKI VISION 150 成長を求め、挑戦を楽しむ企業へ」の実現へ
向けた着実なステップアップとして、新たに2025年度を初年度とする3カ年の中期経営計画がスタートいたしま
した。

2024 2025 2026 20272024 2025 2026 2027

営業利益売上高

650億円

34億円
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トピックス

健康経営優良法人に５年連続で認定されました

当社はこのたび、健康経営優良法人2025に認定されましたのでお知らせいたします。
2021年の認定以来、５年連続での認定となります。

■健康経営優良法人とは

経済産業省と日本健康会議が進める健康増進の取組みをもとに、
優良な健康経営を実践している法人を顕彰する制度です。

モンゴル人財活用プロジェクトに参画しています

新潟県長岡市は長岡工業高等専門学校、（独）国際協力機構（JICA）等と連携し、「モンゴル人財活用プロジェクト」
として産業DX人材の育成および企業への就職基盤の構築を推進しています。

当社もこのプロジェクトに賛同し、モンゴル人高専生のインターンシップ受入を実施いたしました。
現場見学や測量実習に加え、3DCADやBIM/CIM、ARやVRといった建設DXを体験していただきました。

これからも当取組みを通じて、建設業における技術者の育成や担い手確保、また外国人材活用推進につとめてま
いります。

従来の取組みに加え、経営課題と健康経営の施策を図式化した戦略マップの作成や、
経営レベルでの展開、取組みなどが評価されました。

今後も働きがいのある職場環境の創造を目指し、取組んでまいります。

トピックス①

トピックス②
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株主優待制度の内容

（1）対象となる株主様
毎年9月30日現在の株主名簿に記載または記録された、

    当社株式1単元（100株）以上を保有されている株主様。

（2）株主優待の内容

保有株式数
優待内容

継続保有期間
1年未満

継続保有期間
1年以上

100株以上
200株未満

クオカード
500円分

クオカード
1,000円分

200株以上
1,000株未満

クオカード
1,000円分

クオカード
2,000円分

1,000株以上 クオカード
2,000円分

クオカード
3,000円分

贈呈時期 毎年12月上旬発送予定

創 業
設 立
資 本 金
主 な 事 業
商 号
所 在 地

1885年4月1日

1948年7月26日（株式会社に組織変更）

53億1,567万円

総合建設業 不動産業

株式会社 植木組 （英文商号 UEKI CORPORATION）

本社 〒945-8540 新潟県柏崎市駅前1丁目5番45号

TEL 0257-23-2200 FAX 0257-20-1010

Ｈ Ｐ https://www.uekigumi.co.jp

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日
単 元 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人

特別口座の口座管理機関

郵 便 物 送 付 先

（ 電 話 照 会 先 ）

公 告 方 法

上 場 証 券 取 引 所

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月下旬
定時株主総会 3月31日 期末配当 3月31日
100株
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の
本店及び全国各支店で行っております。
電子公告（アドレス https://www.uekigumi.co.jp）

ただし、電子公告による公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。
東京証券取引所（スタンダード市場）
証券コード 1867

・住所変更、単元未満株式の買取、配当金受取方法の指定等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

・未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

会社の概況

株主メモ 株主優待制度
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